
 

（3）市町村財政比較分析表(普通会計決算) 宮城県大郷町平成29年度
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※市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※平成30年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記しない。

※「人件費・物件費等の状況」の決算額は、人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし、人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※「定員管理の状況」及び「給与水準（国との比較）」は地方公務員給与実態調査に基づくものであるが、当該資料作成時点（平成31年1月末時点）において

平成30年調査結果が未公表であるため、平成29年度の数値については、前年度の数値を引用している。

※人口については、各調査年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口に基づいている。

※類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、平成29年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。

財政力

財政力指数 [0.43]
類似団体内順位

18/67
全国平均

0.51
宮城県平均

0.53

財政力指数の分析欄

人口減少や高齢化（高齢化率：平成２９年度末３４．９％）等により税収

等の経常的な一般財源が少ないため、類似団体と比較して０．０６ポイント

上回っているが、全国平均・宮城県平均より下回っている。

積極的な企業誘致等による新たな自主財源の確保や移住定住の促進

による人口の増加、町税の収入未済額縮減のための徴収強化を図り、歳

入の確保に努めるとともに、業務委託や指定管理制度の導入を通じて歳

出の見直しも行い、財政基盤を強化にする。
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財政構造の弾力性

経常収支比率 [92.7%]
類似団体内順位

45/67
全国平均

92.8
宮城県平均

95.6

経常収支比率の分析欄

類似団体と比較すると２．６ポイント上回っているが、前年度比１．０ポイ

ント減少し、比率は徐々に改善している。前年度比で支出額が子育て支援

の充実等により扶助費で５．７％増となったが、人件費で０．６％減、公債

費で１．９％減となったことが主な要因と考えられる。

引き続き企業誘致や移住定住の促進等を図り、自主財源の確保や事務事業

の見直し等により経常経費の削減に努める。
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [182,128円]
類似団体内順位

13/67
全国平均
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人口1人当たり人件費・物件費等決算額の分析欄

前年度比で人件費及び物件費とも決算額が０．６％減となったが、前年度比で

３，６８１円増となった。前年度比で人口減（▲１．５％）となったことなどが

要因と考えられる。しかし、給与水準が低いことから類似団体と比較して大

きく下回っている。平成２５年度と比較すると人口が６．６％減となったことなど

から人口１人当たり人件費・物件費等決算額は１９，８９５円増となっている。

今後も指定管理者制度の導入等により民間委託を進めるとともに、新たな定

員適正化計画策定等によって適正な定員管理に基づく人件費の抑制に努める。
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給与水準 （国との比較）

ラスパイレス指数 [93.5]
類似団体内順位

23/67
全国市平均

99.1
全国町村平均
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ラスパイレス指数の分析欄

給与の特例減額実施による影響や職員評価制度の実質的な運用見送り

等により類似団体と比較すると１．３ポイント、全国町村平均より２．９ポイ

ント下回っている。

今後も給与水準の適正維持に努める。

105.0

102.0

99.0

96.0

93.0

90.0

87.0

84.0

101.3

87.2

94.8
94.995.095.194.9

H29H28H27H26H25

93.5
93.593.2

92.5
91.0

定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [12.39人]
類似団体内順位
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人口千人当たり職員数の分析欄

職員数はこれまで定数削減に努めてきたが、人口減少が続いているこ

とやここ数年は退職者数に見合った採用を行っていることから、前年比０．

２２ポイント増となった。類似団体と比較すると１．３８ポイント下回っている。

今後も民間委託等を推進しながら、住民サービスを低下させることのな

いような適正な定員管理に努める。
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [9.8%]
類似団体内順位

49/67
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6.4
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実質公債費比率の分析欄

類似団体と比較すると１．３ポイント上回っているが、平成２６年度からは

横ばい傾向にある。地方債の新規発行を抑制しているが、平成２９年度は

町営住宅敷地造成工事費や災害に伴う公債費の増等により前年度比で

ポイント減とはならなかった。

今後は引き続き自主財源の確保による歳入増、地方債の新規発行抑制

等で健全化に努める。
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将来負担の状況

将来負担比率 [11.1%]
類似団体内順位
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将来負担比率の分析欄

平成２５年度と比較すると２６．２ポイント減となり、平成２９年度は類似

団体比で１２．３ポイント下回っている。地方債の新規借入抑制等による地

方債残高の減によるものと考えられる。これまで順調に比率を下げてきた

が、平成２９年度は前年度比で２．６ポイント増となった。町営住宅敷地造

成工事費や災害に伴う公債費の増等が比率上昇の要因と考えられる。

今後も企業誘致等による自主財源の確保を図るとともに、地方債の新

規借入抑制等による公債費の削減など行財政改革を進め、財政の健全化

に努める。
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